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平成１９年度 学校法人大阪産業大学 事業報告書 

 
 
Ⅰ．新学部・学科等の増設結果 

（１）人間環境学部（仮称）スポーツ健康学科 設置 

平成１９年１２月３日付 認可 

（２）人間環境学部文化環境学科、都市環境学科 名称変更関係学則変更 

平成１９年１２月１７日付 届出 

（３）大阪産業大学短期大学部専攻科 設置 

短大専攻科設置準備委員会（平成１９年３月１日付）を発足し、鋭意検討を重ね

てきたが、ハード面において工学部交通機械工学科との調整が困難となり、やむな

く先送りとなった。 

 

※以下は平成１９年度の事業計画としては記載されなかった事項 

（４）工学部第二部機械工学科、交通機械工学科 廃止 

平成１９年６月１日付 届出 

（５）工学部環境デザイン学科 名称変更関係学則変更 

平成１９年１１月３０日付 届出 

 
Ⅱ．平成１９年度事業計画における進捗状況 

１．大阪産業大学・同短期大学部 

（１）教育・研究における重点分野（大学）とその進捗状況 

【教 育】 

①プロジェクト共育の全学的導入 

社会が求める学生力は、単なる「知識力」だけでなく、問題解決能力や自己学

習力、創造力、プレゼンテーション能力などの「社会人基礎力」が大きく要求さ

れるようになってきた。このような社会的背景に基づき、工学研究科アントレプ

レナー専攻で先導的開発を実施してきた課題設定型学習（ＰＢＬ）において、魅

力あるテーマに加え、答えの無い問題に挑戦する際に必要不可欠なブレーンスト

ーミングなどの教育手法も開発できた結果、学生力を挙げることができた。これ

らの成果を踏まえ、大学院だけでなく、広く学部生に対しても社会人基礎力養成

のため、プロジェクト共育を導入することとなった。学生が主体となるプロジェ

クト共育では、本学が得意とする自動車関連テーマを始め、１９テーマを実施し

た。この中で、パナソニックと連携したオキシライドプロジェクトでは、ギネス

世界記録を樹立すると共に、年末にはテレビＣＭとして放映された結果、本学の

認知度向上に貢献した。因みに費用対効果の検証を行った結果、車体製作や新聞
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広告、パンフレットなどにかかった総費用は約３，０００万円、これに対し、ニ

ュース放映や特別番組、テレビＣＭなどの効果を金額換算した結果は８億１千万

円となり、差し引き７億８千万円の費用対効果となった。本学のプロジェクト共

育に関する平成１９年度特別予算総額は１億円弱であり、このプロジェクト一つ

だけでも約８倍の効果を生み出したことになる。 

教育効果を高めるための取り組みとしては、全体会議を６回開催して学生達に

よるプレゼンを行い情報を共有すると共に、その集大成として、３月２２日に「オ

ープン大産大」と称する成果発表会を、文科省に採択された「特色ある大学教育

支援プログラム（特色ＧＰ）」と共催した。 

②教育支援体制の充実 
教育支援体制の充実を図るため、教育支援委員会を発足した。委員会には、（イ）

学習支援部会、（ロ）入学前教育部会、（ハ）プロジェクト共育部会、（ニ）資格取

得支援部会（エクステンションセンターにおける資格部門を統合）、（ホ）ＦＤ部

会、（ヘ）教育ＩＴ推進部会を編成し、同委員会の活動を支える事務組織として教

育支援センターを設置した。加えて、大阪産業大学教育支援委員会規程および教

育支援センター規程を制定した。 

③学科名の改称 

平成２０年度より人間環境学部に新設されたスポーツ健康学科の開講に先だち、

既設２学科においてもどのような学生を育てるのかという教育目的を明確にする

と共に、特に高校等の学外教育関係者に的確に伝わるような学科名称を検討し、

現行の「文化環境学科」を「文化コミュニケーション学科」に、「都市環境学科」

を「生活環境学科」に変更するため、それに必要なカリキュラム改正を実施した。

これにより、類似した学科の受験者層重複を無くし、新たな志願者層の開拓がで

きた結果、学則定員を確保した。また、工学部の「環境デザイン学科」を「建築・

環境デザイン学科」と改称し、受験生にニーズの高い「建築」を冠とすることで

特色を出し、受験生確保に努めた。 
④クリエイトセンターの充実 

学部教育の講義や演習だけでは社会人基礎力を習得することは難しく、そのた

め「ものづくりに関して学生が自発的に活動できる場」として、クリエイトセン

ターが設置された。 

「クリエイトセンタープロジェクト」活動を積極的に推進するため、学生プロ

ジェクトリーダー、教員プロジェクトリーダーの役割を明確に定義し、プロジェ

クトごとに責任を持って活動する体制にすると共に、学生が自主的に２４時間ク

リエイトセンターを使って活動できるよう、関連諸規程の改正を行った。また、

学生のプロジェクト共育の拠点としての機能に加え、子供向けのものづくり教室、

高校生向けのものづくり教室、クリエイトセンター見学および体験などを通じた
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地域貢献としての機能も果たしている。因みに、平成２０年度のプロジェクト登

録数は１８件（昨年度１４件）で、その内、新規登録数は５件であった。 

⑤外部評価への対応 

平成１７年度に大学基準協会による認証評価を受審し、大学基準に適合してい

る旨の評価結果を得たが、同時に４３項目の「助言」が示された。「助言」とは、

正会員大学に相応しい要件は充たしているものの、理念・目的・教育目標の達成

に向け、教育研究環境の一層の改善充実を促すために提示されたものである。平

成１９年度は、この助言において指摘された事項の改善を検討する部署として、

各学部・研究科並びに各委員会を割り振り、対応を検討した。平成２０年６月１

４日を期限として、「助言」に対する改善状況の第一次取り纏めを行う（尚、大学

基準協会への回答期限は平成２１年７月）。また、工学部都市創造工学科における

ＪＡＢＥＥに関する活動は、平成１９年度で認定期間が終了する。次年度以降も

引き続き認定を得るため、「弱点（Ｗ）」と指摘された事項について対策を講じた。 

⑥キャリア教育の全学的な導入 

キャリア委員会に設置された「キャリア教育ワーキング・グループ」で、キャ

リア教育の導入方法について議論を進めてきた。昨年度までキャリアセンターが

実施していた「キャリア支援プログラム」の講座を、経済学部の基礎演習、工学

部の総合教育科目の「表現力基礎演習」に導入し、正規のカリキュラムに組み込

み全員履修の体制をとり、平成２０年度よりスタートさせた。他学部についても

従来通りの体制で実施することとなった。 

加えて、キャリア教育を本学の教育の柱に据えるための本格的な検討を進める

ため、学長諮問の「キャリア教育検討委員会」を組織し、平成２０年度より検討

を開始することとなった。 

⑦離学問題への具体的取り組み 
具体的な取り組みとして、学生のキャンパス生活をサポートし、学生の意識状

況を把握することを目的として、「何でも相談所」を設置した。成績不良の学生の

修学相談に応ずるために、各学部事務室に修学アドバイザーを配置する「修学ア

ドバイザー制度」を導入した。学生の意識状況を探り、各学部や各事務部署にお

ける情報の共有と学生対応の方法について検討するため、「学生生活サポート連絡

協議会」を設置した。取り分け、メンタルケアーを必要とする学生が急増してい

るため、その情報の共有という点で効果が上がった。 

 
⑧１級自動車整備士養成機関設置準備 
短期大学部に、１級自動車整備士の受験資格を得るための教育機関を設置する

目的で、短大専攻科設置準備委員会を発足した。平成２０年４月の開設を目指し

て鋭意検討を重ねてきたが、学生定員の確保や専攻科修了後の資格取得等問題点
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も多く、平成２０年開設は先送りとなった。 

【研 究】 

①先端研究の推進（「文部科学省私立大学学術研究高度化推進事業」の推進） 

イ．オープン・リサーチ・センター整備事業（3年目） 
「アジアの経済統合とそれがＥＵ型共同体に発展する可能性に関する学際的、国

際的共同研究」 

平成１９年度も当初計画に沿って、積極的にアジア地域の拠点大学と協力しな

がら３回の国際シンポジウムを開催、加えて、海外の研究者を交えたワークシ

ョップも４回開催し、研究を推進した。また、文部科学省に対し中間報告書を

作成し、報告した。 

・国際シンポジウム 

９月８日・９日：「北東アジアにおける経済連携の強化」〔ワークショップ同時

開催〕（於：ロシアウラジオストク アルセーニエフ博物館） 

１０月２５日・２６日：「アジアの経済発展における企業活動と金融市場の役

割：現在と過去」（於：大阪産業大学） 

１１月１５日：「アジアにおける少子高齢化と社会政策－ジェンダーの視点を

ふまえて」（於：大阪産業大学） 

・ワークショップ（於：梅田サテライト） 

１１月２日：「東アジアの社会保障‐日本・韓国・台湾の相互比較」（於：梅田

サテライト） 

２月１８日：「 The possibility of cooperation for Human Resource 

Development in GMS」 

３月９日：「中国経済の成長と東アジアの経済統合」 
ハ．ハイテク・リサーチ・センター整備事業（２年目） 

「高速光情報処理デバイス構築とその応用に関する研究」 

本学梅田サテライトキャンパスにおいて、プロジェクト運営委員会３回、外部

評価委員を交えた研究報告会を３回開催し、各研究グループの研究成果および

進捗状況の確認を行った。（８月・１２月・３月） 
また、平成１８年度の研究成果を１冊の冊子にまとめ、内外に公開した。（平

成１９年度分も発行予定） 

ニ．社会連携研究推進事業（２年目） 

「サスティナブル森林保全用草木系バイオマスガス化発電装置の開発」 

本研究の最終目標は、草木系バイオマスを投入することにより、発電する装置

を組み込んだバイオエネルギービークルＢＥＶを開発することにある（デロリ

アン計画と呼んでいる）。平成１９年度は主に次の３事業に取り組み、成果を出

すことができた。 
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・パーツ装着による電気自動車の完成（オートバックスから寄贈されたガライ

ヤを電気自動車に改造） 
・高温過熱水蒸気を用いたバイオマスの完全ガス化達成 
・部品組立による燃料電池車（ＦＣＶ３号機）の完成 

ホ．社会連携研究推進事業（１年目） 

「新たな残留有機汚染物質のリスク低減をめざした地域環境の創生とゼロエミ

ッション処理技術の開発」 
平成１９年度に新規選定された。６月に学外の研究機関や企業のメンバーを含

めたプロジェクトメンバー全体で、今後の方針等について打ち合わせを行った。 
１年目の研究として、水環境中の有機汚染物質の動態を明らかにするため、下

水処理場を対象に調査を行うと共に、排水の高度処理法の開発についても有機

物の様々な分解方法を検討した。 

②先端の委託研究等の推進（経済産業省等） 

イ．地域新生コンソーシアム研究開発事業（再委託研究：最終年度） 
「三次元ナノ階層構造形成技術による高度機能部材の開発」 

財団法人大阪産業振興機構からの再委託事業で、本学は研究開発の一部である

「自己組織化技術を用いた高機能軽量発汗センサーの測定技術開発」、「ＣＣＤ

を利用した画像取得、データ処理法の設計と原理モデル機開発」、「微細加工技

術開発とそれを応用した金型製造および成型技術開発」、「高度機能部材の特性

評価および評価技術開発」、「研究プロジェクトの管理」を担当。最終年度に当

たるため、研究成果報告書を取り纏め提出した。 

ロ．おおさかＦＣＶ（燃料電池自動車）推進事業 

「おおさかＦＣＶ推進会議」は、大阪府が経済産業省から委託された「水素エ

ネルギー社会実証事業」を行うことを目的に設置され、本学はそのメンバーと

して、水素エネルギーを利用した次世代環境ビーグルの開発を研究している。

１２月に開催された「第３回ＦＣ ＥＸＰＯセミナーｉｎ大阪」において、研究
状況をパネル展示で紹介した。また、推進会議の総会では、本学の次世代環境

ビーグル（ソーラーカー、燃料電池車、オキシライドカー）３台によるオース

トラリア縦断の模様を報告した。 

ハ．委託期間満了後の研究促進 

「戦略的基盤技術力強化事業」「健康サービス産業創出支援事業」「地域新生コン

ソーシアム研究開発事業」「産学連携製造中核人材育成事業」「地域中小企業試

験・研究機器開発促進事業」 
委託研究期間終了後もそれぞれの研究グループにおいて、関連企業や地元の地

域と更に発展的なテーマで連携しており、継続して研究・活動を推進している。 

ニ．提案公募型開発支援研究協力事業（ＮＥＤＯ） 
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「ベトナムにおけるエネルギー回収型排水処理技術の共同研究」（２年目：最終

年度） 
ベトナムのビール会社の排水を処理する試験設備を設置し、ベトナムやその周

辺諸国における本システムの実現の可能性を分析・評価し、最終報告書を提出

した。 

ホ．エネルギー使用合理化技術戦略的開発事業（ＮＥＤＯ・再委託事業） 

「位置エネルギー利用のハイブリッド省エネ型エコライドシステム」（２年目：

最終年度） 
本研究開発に関する業務の一部として、海外の鉄道基準・技術基準・書類等を

提示し、検討・評価結果を報告した。 

③先端研究発表会等の開催 

イ．国際シンポジウム 

①の「文部科学省私立大学学術研究高度化推進事業」にかかる国際シンポジウ

ム参照 

ロ．研究発表・記念講演会 

①の「文部科学省私立大学学術研究高度化推進事業」にかかる研究報告会参照 

ハ．公開講座 

市民講座を２９回開催し、延べ２，２５０人の市民が参加された。 

④産学官地域連携の促進と技術移転 

イ．地域との連携 

・大東市・大東商工会議所・本学の３社連携協定に基づくプロジェクトの推進

（大東市産業活性化推進協議会・大東市産学官連携事業推進委員会） 
「大東市住工調和モデル地区構築事業」の推進、「子供向けものづくり教室」

の開催、「インターンシップ」の市内企業受け入れ協力等を行った。 
・大東商工会議所「大学等技術連携協議会」において「キャリアシンポジウム」

を開催し、大東市内の企業と学生の交流を図った。 

・東大阪市大学連絡協議会 
東大阪市と東大阪市内の大学および周辺大学の７大学が連携し、シンポジウ

ム「大学力を活かした魅力あるまちづくり」を開催。 

・東大阪商工会議所が主催する「東大阪産業展テクノメッセ東大阪２００７」

に出展し、本学の産学連携の紹介を行った。 

 

ロ．企業との連携と技術コーディネーターの活用 

産学官連携コーディネーターを３名配置（１名は文部科学省からの派遣）し、

企業との共同研究や受託研究を推進しており、公的機関からの委託事業も含め

て３３件、また、教員に対する研究奨学寄付金を１６件受け入れ、研究成果を
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社会に還元している。 

（２）学生の募集計画とその進捗状況 

①優秀な生徒の獲得について 

入学手続者状況を見ると、定員２，２２０人のところ、入学手続者は２，６８

２人、定員充足率１．２１倍という結果になった。１２月までの入試である程度

の入学手続者を確保できたことが大きな要因である。 
偏差値に大きく影響する一般入試は、競争倍率をつけるという対策を立てたが、

学部・学科によってバラツキはあるものの、志願者が思うように集まらず低調に

終わった。競争倍率をみると、経営学部、経済学部、スポーツ健康学科は高く、

人間環境学部、工学部、短大は低かった。このため、経営学部、経済学部の偏差

値は現状維持か上昇傾向、人間環境学部、工学部、短大は現状維持か低くなる可

能性がある。 
また、優秀な学生を獲得する対策として、授業料の減免・減額制度を設けてい

るが、大学入試センター試験利用入試（前期日程）の授業料免除対象者は７９人、

一般前期入学試験Ｃ日程の授業料減額対象者は１６人であった。 
②ＡＯ入試の導入について 

ＡＯ入試は平成２０年度入試から導入したが、志願者は３２５人、手続者は２

５５人であった。その内訳をみると、スポーツ健康学科が志願者１３４人、ＡＯ

入試志願者全体の４１．２％を占めた。志願者１３４人出願のところ、合格者６

８人、競争倍率１．９７倍で、ＡＯ入試としては高い競争倍率となった。その他

人気があった学科としては、経営学科、経済学部、交通機械工学科であった。 

③受験生および高校に対する入試広報強化について 

高校の訪問件数は約１，６００件、高校内説明会の件数は約７５０件であった。

近年、高校内説明会の参加校は、国公立大学、関西大学、立命館大学などの有力

私大が積極的に参加している。しかも学年を問わず、本学が従来ターゲットとし

ている高校にも参加しており、非常に厳しい状況となってきている。 

次に、オープンキャンパスは、７月（１回）、８月（２回）、９月（１回）の計

４回実施した。参加者数は６，６９８人であった。うち受験生は３，９０７人、

保護者は１，４３８人であった。近年、保護者の参加が目立ってきている。 

高大連携教育では、大阪府立和泉総合高校で平成２０年の２月と３月に計３回、

「エコデンカーの制作に関する講習」というテーマで実施した。また、平成２０

年には京都府・私立大谷高校、奈良県立吉野高校とも協定を締結した。 

④スポーツ健康学科の入試について 

スポーツ健康学科には非常に勢いがあり、競争倍率は約４倍～１０倍の高倍率

となった。前述したが、ＡＯ入試でも２倍近い倍率を出した。高校進路関係者か

らは、本学を希望する生徒がいるとよく耳にした。本学の体育系クラブは強豪ク
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ラブが多いこと、また、近畿圏内の体育系大学としては天理大学、大阪体育大学、

びわこスポーツ成蹊大学などがあるが、交通アクセスが不便なこともあり、本学

に志願者が集まったと考えられる。 

因みに、本学スポーツ健康学科を不合格となり、大阪体育大学、大阪経済大学

に合格したというケースもあった。 

 
２．大阪産業大学附属中・高等学校 

（１）生徒の募集計画とその進捗状況 

①本校主催の入試説明会で独自の手作り配布資料の充実などに取り組みながら、以

下のとおり開催した。 

イ．中・高合同塾対象入試説明会（１回） 

ロ．保護者・生徒（児童）対象入試説明会（高校３回、中学校４回） 

ハ．オープンスクール（高校１回／２日間に分け実施、中学校２回） 

ニ．中学校教員対象入試説明会（高校１回） 

②塾・中学校への訪問回数を前年度より増加（中学年間１００回、高校年間１，２

００回）させ、エリアの分担、拡大に努めた。 

また、各中学校・塾からの本校見学の全面受入れや、中学校への出張授業も実

施した。実施回数は本校見学会が３３回、中学校への出張授業は１回実施。 

③外部団体主催の進学相談会に１５３回参加し、本校特色のアピールに努めた。 

④生徒募集・説明会告知等、広告を費用対効果など考慮しながら可能な限り実施し

た。 

⑤学校案内、学校紹介ビデオ・ＤＶＤ、過去問題、掲示用ポスター、クラブ案内誌、

別冊塾ジャーナル、抜き刷りパンフ等、本校独自の配布物を作成し募集活動で有

効活用した。 

（２）募集結果 

【高校】 

平成１９年度 平成２０年度 
学 科 

外部募集

人  員 志願者数 入学者数 志願者数 入学者数 

普通科 ４６７名 １，５５２名 ５４７名 １，４８２名 ５７４名

国際科 １２６名 ２２４名 １１５名 ２４２名 １２２名

合  計 ５９３名 １，７７６名 ６６２名 １，７２４名 ６９６名

 

【中学校】 

平成１９年度 平成２０年度 
募集人員 

志願者数 入学者数 志願者数 入学者数 

８０名 ２５０名 ９４名 ２３４名 ８４名
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（３）特別事業実績 

①５号館改修工事 

工業科実習場であった５号館の機械類は平成１８年度に撤去したが、建物の構

造上すべてを普通教室に改修するのは難しく、その有効活用として１階部分は剣

道場とチアリーディング部の練習場に、２階部分は特進コースの普通教室３部屋

に改修した。 
②体育館改修工事 
築後４２年が経過し老朽化が目立っているが、正課授業、式典、入試説明会会

場と高い頻度で使用している。このため天井全面張替え、舞台の延長、シャッタ

ー改修、緞帳の取替え、裏階段および床の改修を実施した。 
③その他 
６号館床張替え及び３、４、５号館北側通路改修工事、手摺設置工事（本館東

側、４号館、６号館）を実施し、危険防止並びに安全対策がとられ教育環境が向

上した。 
 

３．大阪桐蔭中・高等学校 

（１）定員の充足状況 

【中学校】 

平成１９年度の入学志願者及び入学者は、前年度に比べ入学志願者数が４６８名

増の１，８０６名となり、定員２００名に対し２６３名の入学者を受け入れた。 

なお、平成２０年度は定員２００名に対し２１６名の入学者を受け入れた。 

【高等学校】 

平成１９年度の入学志願者外部募集及び外部入学者は、前年度に比べ志願者数が

若干減の９４６名となったが、募集定員４３２名に対し４６７名の入学者を受け入

れた。また、内部進学生は２１１名入学し、合計６７８名の入学者を受け入れた。 

なお、平成２０年度は外部募集定員４３２名に対し４４９名、内部生を含め６５

５名の入学者を受け入れた。 

（２）募集活動及び志願者数の推移 

志願者確保については中・高ともに更なる飛躍を求め、本校主催の説明会で参加

者の大幅増を果たすと共に、進学塾等の説明会に参加させていただくことも多くな

り、本校の特色をアピールした。更に、学校広告や生徒募集広告を新聞・雑誌等に

もタイムリーに掲載した。 

また、大学進学実績も昨年度を大幅に上回り大きな成果をもたらした。 

 

【高校】 
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平成１９年度 平成２０年度 
募集人員 

志願者数 入学者数 志願者数 入学者数 

５５０名 １，１５７名 ６７８名 １，０４３名 ６５５名 

                      ※内部からの志願者を含む。 

【中学校】 

平成１９年度 平成２０年度 
募集人員 

志願者数 入学者数 志願者数 入学者数 

２００名 １，８０６名 ２６３名 １，０１８名 ２１６名 

 

（３）特別事業実績 

①Ⅲ類吹奏楽部用音楽館新築 

吹奏楽部は、昨年度の特別事業として着手した吹奏楽部合奏場（シンフォニッ

クホール）が平成１９年８月に完成し、部員数も３学年揃い現在１４１名となっ

た。また、平成２０年度は新入生を含め部員数１７５名を予定している。このほ

か部員増加に伴い、吹奏楽部の楽器を購入し充実を図った。 

同部は、平成１８年度吹奏楽コンクール高等学校大編成の部において、大阪地

区大会、大阪府大会を経て関西大会へと進出し、創部２年目で全日本吹奏楽コン

クールに出場、銀賞を受賞したが、平成１９年度においても２年連続で全日本吹

奏楽コンクールに出場し、昨年同様銀賞を受賞した。 

②その他 

本館廊下腰壁工事、及び電話交換機設備の交換を実施した。 

 

４．大阪産業大学附属歯科衛生士学院専門学校 

（１）学校法人平成医療学園への経営移管について 

昨年５月１６日付で、学校法人平成医療学園と設置者並びに校名変更に関する取

り決めを行い、経営移管の合意を得ることとなった。 

また、経営移管の時期は平成２１年４月１日と定め、今年度は本校専任教員の処

遇に関する申し合わせや、移管後の教育環境について緊密な打ち合わせを行った。 

（２）平成２０年度学生募集活動について 

年次進行での経営移管のため、２年次に移管対象となる平成２０年度入学生の募

集活動は、従来通り本校主体で展開した。 

但し、高等学校進路指導部や受験生及び保護者に対しては、年次進行(平成２１年

度)での設置者変更となる旨の経緯を十分に説明し、志願から入学手続きに至るまで、

移管に関する同意を交わしながら、安全かつ適正に実施した。 

設置者変更の影響からか、入学定員６０名のところ、志願者は５９名（昨年１３

９名／５７％減）となり、合格者５７名、手続者４６名で、定員割れの結果となっ
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た。 

 

Ⅲ．財務の概要 

（１）校地・校舎等整備計画における進捗状況 

１．大阪産業大学・同短期大学部 
①（仮称）自動車整備センター新築工事は、平成１９年６月１１日着工し、現在建

築工事進捗中（進捗率９１％）である。竣工予定日は平成２０年７月３１日、建

物名称は「自動車整備センター ＡＭＣ（Automobile Maintenance Center）」と決

定した。 

②第１グランド整備工事（地下駐車場付）は、東部キャンパス全体整備計画の一端

として再度計画を見直す事とした。 

③スポーツ健康学科校舎兼体育館新築工事は、建築用地の埋蔵文化財本調査に４ヶ

月を要し、平成１９年１０月３０日終了、建築工事へと進捗した。竣工予定日は

平成２０年１１月３０日、建物名称は「ウェルネス２００８（Wellness 2008）」

と決定した。 

④土地買収（大東市中垣内４丁目９８２－２、９８２－３／２７．００㎡、４，８

７２．００㎡：雑種地）は、Wellness 2008 建築用地として、関西電力株式会社よ

り平成１９年４月１１日買収が完了した。 

 

２．大阪産業大学附属中・高等学校 

①生駒研修センター風呂改修工事は、建物、設備等の経年劣化による改修工事とし

て平成１９年４月１８日完成した。 

②５号館改修工事は、以前、機械系実習場として使用していた当該校舎を、多目的

に利用できる教室等へ改修し、平成１９年８月２５日完成した。 

③体育館改修工事は、内装部分の経年劣化による補修工事を行い、平成１９年９月

１４日完成した。 

 

３．大阪桐蔭中・高等学校 

①土地買収（大東市平野屋１丁目１０４９／１，９８１．００㎡：学校用地）は、

本館とグランドの間に位置し、教育上必要不可欠な土地として、平成１９年９月

２６日買収が完了した。 

 

②音楽館新築工事は、建物名称を「シンフォニックホール（Symphonic Hall）」とし、

１階は駐輪場、２階は音楽専用フロアー（延床面積：１，１７６．３７㎡）の校

舎として、平成１９年８月８日完成した。 

 


